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令和４年度年度計画の実施状況

業務の全体的な実施状況は、76項目のうち、年度計画を上回って実施している（Ａ評価）が１項目（1.3％）、

年度計画を計画どおりに実施している（Ｂ評価）が75項目（98.7％）であった。

76項目の全てがＡ評価又はＢ評価となっており、年度計画を十分に実施していると認められる。

A、B評価：97.6％

A、B評価：100％

A B C D A B C D A B C D A B C D
1 大学の教育研究等の質の向上に関する計画 1 39 0 0 2 37 2 0 1 37 4 0 5 34 1 0
2 業務運営の改善及び効率化に関する計画 0 5 0 0 0 6 0 0 0 6 0 0 1 4 1 0
3 財務内容の改善に関する計画 0 9 0 0 0 8 0 0 0 8 0 0 0 7 0 0
4 自己点検・評価及び情報公開に関する計画 0 4 0 0 0 5 0 0 0 5 0 0 0 5 0 0
5 その他業務運営に関する重要な目標 0 18 0 0 2 21 0 0 2 24 0 0 2 22 2 0

1 75 0 0 4 77 2 0 3 80 4 0 8 72 4 0
1.3% 98.7% 0.0% 0.0% 4.8% 92.8% 2.4% 0.0% 3.4% 92.0% 4.6% 0.0% 9.5% 85.7% 4.8% 0.0%

合計
比率

No 区分
令和元年度令和２年度令和３年度令和４年度

A、B評価：95.4％ A、B評価：95.2％
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主な取組事業
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年度計画No.10 分野横断型シンポジウムの開催 評価：Ａ

●博士前期課程の研究発表は、パワーポイントによ
り講義室で学生が１人ずつ発表を行っていた（持ち
時間＠20分）。

≪課題≫
◆全ての発表に３日間程度要していたため、他専攻の学

生・教員による聴講者が少なく、分野横断型という趣旨に

課題を抱えていた。

【参考】発表対象者 R1:40人 R2:42人

≪新たな取組①≫
○博士前期課程の研究発表を新たにポスターセッションと
いう発表形式により実施
○ぐんま地域イノベーションゼミの成果発表などとともに
分野間での交流を促進

≪実施成果≫
一般公開による43社73人の市内企業等の参加、92人の学

部生の聴講があり、本学の研究内容の対外的なPR及び大学
院進学の動機付けにもつながった。

BEFORE AFTER

【一般公開に向けた周知】
・商工会議所に協力いただき、会議所議員
115人にＤＭ、会議所メルマガにより周知
・R1～R3就職実績企業（491社）にＤＭ
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年度計画No.10 分野横断型シンポジウムの開催 評価：Ａ

≪新たな取組②≫
●ポスターセッション来場者による優秀ポスター
投票を実施

≪実施成果≫
●優秀者に特別賞を授与することで、学生の研究意
欲の更なる向上に努めた。

学位記授与式での掲示
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年度計画No.18 論文投稿数 評価：Ｂ

R1 R2 R3 R4

論文投稿数 233 202 228 280

令和3年度に就任した福田理事長及び今村学長
は、学術研究を重要視しており、研究に積極的に取
り組むよう常に教員に対して意識改革に努めたこと
から、論文掲載に直結する論文投稿数について、令
和３年度は令和２年度より約１割増加し、令和４年
度は令和３年度より約２割増加した。
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数値目標 (1)学術団体論文誌等への論文の掲載数

第１期中期計画期間 第２期中期計画期間

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4
論文
掲載数

80 72 89 60 77 69 79 52 79 85

平均 75 74

平均掲載数は、第１期・第２期中期計画期間とも
に同様であるが、令和３年度及び令和４年度は、増
加傾向

目標値

420編以上

実績

見込
（４カ年平均を積上げ）

目標値（420編以上）

令和５年度・令和６年度について、令和４年度まで
の４か年の平均掲載数７４編を積み上げると、最終年
度には４４３編となり、目標値の４２０編以上を達成
する見込みである。
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年度計画No.23 研究センターの設置 評価：Ｂ ①センターの共通理念・共通目標

民間企業等との共同研究を通して、自然と人との共生及び持続可能な循環型社会の構築に貢献

①地域の中小企業との共同研究の実績を活かし、企業が抱える様々な課題に本学が共に挑戦し、

モノやコトに関するプロトタイプの生産拠点となることを 目指します。さらに、企業の国際的競争力を強

化することを支援します。

②公立大学の特徴である教員と学生の距離が近いことや学生が地域課題に取り組む機会が多いこと

を活かし、研究センターが取り組む様々な課題に、学部生、大学院生を積極的に関与させ、工学技

術者、研究者としての実践力を涵養していきます。

③将来的には、地域のオープンイノベーションの拠点となることを目指していきます。

共
通
理
念

共
通
目
標

ソーシャルデザイン研究センター バイオサイエンス研究センター
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年度計画No.23 研究センターの設置 評価：Ｂ ②記念シンポジウムの開催

参加者：１５６人
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年度計画No.23 研究センターの設置 評価：Ｂ ②記念シンポジウムの開催

基調講演１ 芝浦工業大学名誉教授
三井所 清典 氏

『地域の力を活かす建築とまちづくり』

基調講演２ 東京大学薬学部教授
池谷 裕二 氏

『人工知能を迎える未来を考える』
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年度計画No.23 研究センターの設置 評価：Ｂ ③公募型共同研究の募集
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年度計画No.38 教員人事評価制度 評価：Ｂ ①制度の見直し

課
題

対
応

①

②

③

➃

⑤

一つの評価軸による評価

　大学という多様性が求められる組織において、研究が中心の教員もいれば、教育が中

心の教員もいるなど、それぞれの主軸が異なるものの、一つの評価軸で点数化すること

により評価をしていた。

≪見直し前≫

自己評価に重点を置いた制度設計

　「教員が自らについて評価を行う自己評価（100点満点）」と「職務行動や業務の達

成状況を学科長等が評価する自己評価以外の評価（20点）」の２つをそれぞれ数値化

し、合算（120点満点）して評価していた。

評価者、被評価者の負担が大きい制度

　目標設定や自己評価の際に、大分類の重み付けや小分類の選択、採点の選択を行った

後に目標や計画、実施内容、自己評価を記入するなど、シート作成に係る被評価者の負

担が大きかった。また、被評価者は自己評価における項目ごとの証拠書類を作成し、評

価者はそれを確認するなどの負担もあった。

中期計画等との連動

　大学運営に対する貢献評価に当たっては、中期計画、年度計画に掲げる施策との連動

を意識し、具体的にどの計画の達成に向けて貢献したかを評価する。

客観的評価による制度設計

　「被評価者が目標設定をしたものに対して評価者がその達成度を評価する業績評価

（A～E）」と「大学運営に対する主たる貢献実績を評価者が評価する貢献評価（A～

E）」の２つを合わせて、総合的に評価（A～E）する。

評価者、被評価者の負担を軽減した制度

　目標設定では、取り組む分野を選択し、年度目標を記入するのみとし、自己評価で

は、目標の達成状況や自己評価の理由を記入し、当該達成状況に係る証拠書類を用意す

ることのみとすることで、シート作成に係る被評価者の負担を軽減する。また、評価者

についても、A～Eの評価とコメントを記入するのみとすることで、評価に係る負担を軽

減する。

多様性の評価

　それぞれの教員の主軸が違うことを考慮し、「教育」、「研究」、「社会貢献」など

の個別の分野に重点的に取り組むスペシャリストとして適切に評価する。

客観指標の設定と活用

　分野ごとの指標（「新規外部資金獲得数」、「担当授業コマ数」、「論文数・展示会

数」）を設定し、共有することで、全学における自らの状況を把握するとともに、目標

設定などに活用する。

≪見直し後≫

目標設定・評価シートをより簡潔にする

「教育」「研究」「社会貢献」などの個別の分野に重点

的に取り組むスペシャリストも適切に評価する仕組み

●評価者、被評価者の負担が大きい

●資質やモチベーション向上に十分つながっていない
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年度計画No.38 教員人事評価制度 評価：Ｂ ②教員表彰

教育賞

伊藤教授

研究賞

尾形教授

地域貢献賞

堤准教授

学科再編後の教育の特徴として「少人数制」を掲げた。基礎教育の中でも特に数学科

目は工学を学ぶ基盤教育として極めて重要であり、全学の必修科目となっている。伊藤教

授は、数学教員のリーダーとしてクラス編成を行い、これまで以上に丁寧な講義を実現し

た。また、講義、試験内容の統一に果敢に挑戦し、成績評価の公平性の課題という難問

を解決した。その貢献に対して「教育賞」を授与した。

工学は、研究成果の社会実装に大きな特徴がある。尾形教授は、酵母の接合実験に

よりアルコール分解に関する酵素群に新たな形質を発現させることに成功した。通常の研

究はその成果を論文として発表することで完了するが、尾形教授は、さらに成果を応用して、

これまでのビール酵母では不可能であった糖類の分解を可能とする新たなビール酵母の開

発まで進展させ、実際に新たなビール（春星）を生み出した。以上の功績を評価して、

「研究賞」を授与した。

LIFORTプロジェクトのリーダーとして、広瀬団地の再生に挑戦し、新たなまちづくりの基

本的な方法論を確立するとともに、地域の活性化に繋げることに成功している。また、前橋

の景観財産である広瀬川周辺の整備に関して、学内の教員との共同プロジェクトとしてこ

れを推進し、プロジェクトは現在も継続進行中であるが、これまでも地域の課題解決に大き

な貢献をしてきたことを評価して「地域貢献賞」を授与した。
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年度計画No.51 ふるさと納税による大学支援 評価：Ｂ

施策①ふるさと納税（R1.11～）

≪前橋工科大学 未来へつなごうプロジェクト≫
自治体と連携したふるさと納税による大学支援は、関

東の公立大学では初の取組

⇒学生支援など大学にとって必要なテーマに対して活用

【寄附額】

R4:3,759千円

R3:3,865千円

R2:4,481千円

R1:2,221千円

※平均:3,581千円

軽食等自動販
売機の設置

電子書籍の
購入（予定）

施策②クラウドファンディング型ふるさと納税（R4.11～R5.1）

≪みんなで創る新校舎～知の宝石箱プロジェクト～≫
図書館・２号館（研究棟）の建替えに当たり、新校舎をより学生に愛され、

一般のかたや地域の企業の皆様にも広くご活用いただくため、クラウドファンディ

ングを実施

【目標額１億円 寄附額1,296千円】

返礼品あり

返礼品なし
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年度計画No.51 ふるさと納税による大学支援 評価：Ｂ

施策➂企業版ふるさと納税

≪地方創生応援税制≫
地域の活性化を図るために教員の研究支援等に活用

１ 企業版ふるさと納税を活用するメリット

単なる法人に対する寄附の場合、企業が受けられる税額控除は最大約３割であるが、企業版ふるさと納税を活用

することで、控除幅が最大約９割になるため、企業負担を抑えつつ、より多くの寄附を獲得することが期待できる。

２ 概要

・令和５年度から、研究(教員)を指定して行われた企業版ふるさと納税については、前橋市と相談し、研究費に充当

できるよう、仕組みを整えた。

・本制度を各教員に周知するとともに、これまで寄附いただいた企業に対する呼びかけを教員に依頼する。

・公募型共同研究の提案書を締め切った後の７月頃に、これまでの共同研究先等に対して、学長直筆メッセージの案

内文を送付する。

令
和
4

年
度

【A社】

・大学運営事業

100万円

【前橋市】

・寄附金受入れ

【大学】

・運営費交付金

907,055千円の内数

BEFORE AFTER
令
和
５
年
度

【A社】
・〇〇教授の研究
例：100万円

【前橋市】
・寄附金受入れ

【大学】
・研究費受入(研究ごと)※別枠
直接経費90万円、間接経費5万円

・運営費交付金（5万円を充当）

返礼品なし
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年度計画No.69 学生の安全確保のための施設整備 評価：Ｂ

≪図書館の機能を他棟等に移設≫

３

４
１

２
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年度計画No.69 学生の安全確保のための施設整備 評価：Ｂ

≪３号館南玄関から北側駐車場に向かう経路に防犯灯設置≫ ≪４号館南出入口の外側へのスロープ設置工事≫
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年度計画No.72 遠隔授業配信用教室の整備 評価：Ｂ

≪モデル整備の目的≫
学科再編により創設した工学基礎科目（１年次必修：300人対象）の授業は、複数の講義室

をつなげて実施しているが、その都度簡易カメラと簡易マイクを事務局がセットして対応して
きたことから、遠隔授業（対面併用を含む。）を可能とする配信用システムを２教室にモデル
整備した。

≪今後の検証≫
モデル整備したシステムを令和

５年度に教務委員会において効果
検証し、今後のさらなる整備の必
要性を検討する。
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課題のある事業
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年度計画No.3 学科再編による数学・理科科目の変更点の効果検証 評価：Ｂ

年度計画No.5 学科再編による英語科目の変更点の効果検証 評価：Ｂ

【数学・理科科目の主な変更内容】

数学：１年次必修科目「微分積分学Ⅰ・Ⅱ」
「線形代数Ⅰ」の少人数化

理科：「物理学Ⅰ」「化学Ⅰ」「生物学Ⅰ」の
うち２科目を必修とする（選択必修制）ほか、
少人数教育のため、同一科目を複数開講する

【英語科目の変更内容】
①英語 A～D の必修科目化
②習熟度別クラス編成の導入
➂発信型（スピーキングやライティング）科目
（英語 B、D）の少人数制クラスの導入
④TOEIC テスト上位者を対象としたアドバンス
ト科目の設定

【数学・理科科目の効果検証】

【英語科目の効果検証】

英語科目の改編は、クラスサイズの均衡化と単位取得率
の向上に一定の効果があったと考えられる。

○英語発信型科目(B)の少人数クラス制（36人⇒30人）
○英語科目（A・B）の単位取得率の向上（89％⇒94％）

数学 再編前（学科） 再編後（学群）

数学
(1年次必修)

約100人×3クラス（昼間）
約50人×1クラス（夜間）
計約350人※再履修者含む

約60人×6クラス（昼間）
計約360人※再履修者含む

理科 再編後（学群）

各科目の履修者数内訳
(1年次選択必修)

物理学Ⅰ(279人),化学Ⅰ(235人),生物学Ⅰ(122人)
※選択必修科目のため履修者の動向は毎年不確定

物理学Ⅱの時間割別
履修者数
(1年次選択必修)

水曜2限(112人),木曜2限(3人),木曜3限(138人),金曜5限(13人)

※別時限に4つ開講したが、他科目の時間割等の影響もあ
り特定の時限に偏ってしまった。

【クラス指定】

【クラス未指定】

【クラス指定】
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令和４年度までの数値目標の状況

(1)学術団体論文誌等への論文の掲載数（累計）は、６年の期間中の４年目で目標値の70％を達成

(2)地域貢献に関する事業への学生の参加数は、コロナの影響を受け、令和２年度からの３年間は、目標を未達成

(3)市内・県内企業との共同研究実施件数は、年々増加しているものの、目標を未達成

(4)外部資金の金額（年額）は、令和４年度に最も多い金額を獲得しているものの、目標を未達成

(5)認証評価（計画期間中）は、令和５年３月１５日付けで「大学評価基準を満たしている」と認定され、目標を達成

中期計画No 目標値 R01年度 R02年度 R03年度 R04年度

1-(2) 420編以上 79編 131編 210編 295編

200人以上 254人 35人 30人 38人

30件以上 14件 17件 14件 24件

3 100,000千円以上 87,646千円 83,863千円 78,456千円 95,840千円

4 認定 未受審 未受審 未受審 認定

項目

1-(3)

(5)認証評価（計画期間中）

(4)外部資金の金額（年額）

(1)学術団体論文誌等への論文の掲載数（累計）

(2)地域貢献に関する事業への学生の参加数

(3)市内・県内企業との共同研究実施件数
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数値目標 (3)市内・県内企業との共同研究実施件数
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共同研究実施件数

（市内・県内企業）

第２期中期計画期間

R1 R2 R3 R4

共同研究実施件数

（市内・県内企業）
14 17 14 24

平均 17

平均

目標値

30件以上

目標値には達していないものの、令和４年度は、第
２期中期計画期間で最も多い２４件となった。
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共同研究実施件数

（市内・県内・県外企業）
28 33 30 47

平均 35

平均

県外企業を含めるといずれの年度も件数は約２倍
になり、平均件数は目標値を達成する水準となる。

未
達
成
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第１期中期計画期間 第２期中期計画期間
H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

外部資金の
件数 59 73 101 106 84 76 95 97 98 121
平均 83 103

第１期中期計画期間 第２期中期計画期間

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

外部資金の金額
（年額） 61,390 92,570 92,862 118,639 84,761 77,570 87,646 83,863 78,456 95,840

平均 87,965 86,451

目標値 ６年間平均78,000千円以上 年額100,000千円以上

数値目標 (4)外部資金の金額（年額）

単位：千円

第１期中期計画期間 第２期中期計画期間

目標値には達していないものの、令和４年度は、第２期
中期計画期間で最も多い外部資金を獲得した。

第１期中期計画期間

第１期中期計画期間 第２期中期計画期間
H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

科学研究費補助金 18,476 24,286 21,090 27,780 20,632 17,150 26,556 33,550 34,168 34,421

平均 21,569 32,174

単位：千円

第１期中期計画期間
第２期中期計画期間

令和４年度の外部資金の件数及び科学研究費補助金は、第１
期・第２期中期計画期間を通して最も多い件数、金額を獲得し
た。
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中期目標の期間（R1～R６）の終了時に見込まれる業務の実績
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第２期中期目標期間（R1～R6年度）の４年間の総括評価結果

第２期中期目標期間（R1～R6年度）における４年間（R1～R４年度）の総括評価結果は、年度計画を上

回って実施している（Ａ評価）が4.9％、年度計画を計画どおりに実施している（Ｂ評価）が92.1％であった。

全体の97％がＡ評価又はＢ評価となっており、４年間の年度計画を順調に推進していると認められる。

残り２年間（R５・R６）の年度計画も同様に実施可能と思われることから、第２期中期計画は、おおむね計画ど

おりに達成できる見込みである。

9.5% 3.4% 4.8% 1.3% 4.9%
85.7% 92.0% 92.8% 98.7% 92.1%
4.8% 4.6% 2.4% 0.0% 3.0%
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

４年間の総括結果
１６項目
３０４項目
１０項目
０項目

４項目
７７項目
２項目
０項目

１項目
７５項目
０項目
０項目

８項目
７２項目
４項目
０項目

３項目
８０項目
４項目
０項目

A評価（年度計画を上回って実施している）
B評価（年度計画を計画どおりに実施している）
C評価（年度計画をやや遅れて実施している）
D評価（年度計画を実施していない）

No 区分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 A、B評価：97％

≪４年間のC評価（年度計画をやや遅れて実施している）の内容≫
【令和元年度】

①学部教育と大学院教育の連携：学科再編に伴う新学科向けのカリキュラムを検討することとなり、学科再編と並行して検討することとなった。

⇒先送り（令和３年度実施済）

②人員計画の策定：学科再編を反映した人員計画を策定する予定であったが、人員計画の策定には至らなかった。

⇒先送り（令和２年度実施済）

③就職活動の支援：学内合同企業説明会の開催を予定していたが、コロナ感染拡大防止のため、中止とした。⇒コロナによる中止

【令和２年度】

①学部から博士前期課程の教育的連携：学部４年次における大学院科目の早期履修制度について、令和３年度後期からの実施に向け

検討を進めた。⇒先送り（令和３年度実施済）

②地域貢献、国際交流の実施：地元地区との連携による「おとなの科学教室」の開催、海外の大学への教員・学生の派遣・受入れ、海外語学研修に参加する学生に

対し、渡航費補助等の経済的支援を行う予定であったが、コロナ感染拡大防止のため、中止とした。⇒コロナによる中止

【令和３年度】

①地域貢献、国際交流の実施：地元地区との連携による「おとなの科学教室」の開催、海外語学研修に参加する学生に対し、渡航費補助等の経済的支援を行う予

定であったが、コロナ感染拡大防止のため、中止とした。⇒コロナによる中止

●先送りした
ものは、全て
令和３年度ま
でに実施済
●コロナによ
る中止のもの
は、令和４年
度から徐々に
コロナ禍以前
の状況に戻り
つつある。
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